
薬剤師確保の支援体制構築推進事業

実施主体 都道府県、都道府県病院薬剤師会、都道府県薬剤師会

補助率 １０／１０

３ 実 施 主 体 等

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

医師等と同様に薬剤師にも地域偏在や従事先業態に偏在があることが指摘されており、これら偏在に対応するための薬
剤師確保に向けた方策等を検討することが求められている。（「薬剤師の養成及び資質向上等に関する検討会 とりまと
め」（令和3年6月30日））また、令和３年度事業における薬剤師の偏在状況等の情報収集・分析の結果、都道府県間のほ
か、二次医療圏間や業態間、病院規模/機能間での薬剤師の偏在がみられた。令和４年度事業では、令和３年度事業の成
果を踏まえ、偏在対策の推進での活用を視野に薬剤師偏在の度合いを示す指標を策定した。
本事業では、偏在指標をもとに薬剤師が不足している地域において、自治体や地域の病院薬剤師会・薬剤師会等が医療

機関・薬局と連携し、薬剤師が不足する医療機関・薬局に対する支援を行うための体制を整備するモデル事業を実施し、
得られた成果・知見等の共有を図ることで、同様の課題を有する他の地域における薬剤師の偏在の解消に繋げることを目
的とする。

１ 事 業 の 目 的
令和５年度当初予算額：２４百万円

薬剤師が不足する医療機関・薬局を支援する体制の整備に係る以下のよ
うな取組を実施するモデル事業を公募
（１）地域の連携体制の構築

都道府県、地域の病院薬剤師会・薬剤師会が連携し、薬剤師の偏在
解消に取り組むコントロールタワーの確立
都道府県内の薬剤師の不足・充足の状況を把握し、優先的に支援す
べき医療機関・薬局を判断
薬剤師の派遣・斡旋の協議・調整
就労希望薬剤師の復職支援（復職研修等）

（２）事業の実施成果の把握
あらかじめ評価指標を設定し、取組成果を把握

（３）実施成果の情報発信
事業内容、明らかになった課題、課題に対する今後の対応策等の検

討内容を含む実施成果を情報発信

実 施 体 制

支 援 セ ン タ ー （ 仮 称 ）
（ 自 治 体 , 地 域 の 病 院 薬 剤

師 会 / 薬 剤 師 会 等 ）

地 域

医 療 機 関 ・ 薬 局
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（モデル事業イメージ）

青森県、三重県、滋賀県、広島県、
山口県、福島県、熊本県で実施



事業内容及びポイント 調査・検討体制 取組の成果

青
森
県

①薬剤師の地域偏在状況等調査、②中高生向
け薬学部進学対策の実施、③本県出身者の薬
系大学への進学状況調査を実施

青森県医療健康福祉部医療薬務課、
青森県薬剤師会

法定数と病院や薬局で希望している薬剤師数に大きな乖
離があることなどが判明した。資質向上のための研修プ
ログラムの構築等の有益な提言も得られた。

福
島
県

①「福島県薬剤師確保対策検討会」の実施、
②県内における就労状況等に係る実態調査を
実施、③薬剤師お試し交流支援（２名）

福島県保健福祉部薬務課、福島県
薬剤師会、福島県病院薬剤師会、
福島県立医科大学附属病院薬剤部

検討会を組織し、県内の病院及び薬局を対象として実態
調査を実施した。薬局薬剤師を病院に派遣し、効果や課
題等を整理した。

三
重
県

①ワーキングチームの発足、②県内大学と需
給推計調査を実施、③医療機関の選定基準の
確立、④薬剤師確保対策部門設置の検討、⑤
効果的施策の立案

三重県医療保健部薬務課、三重県
薬剤師会、三重県病院薬剤師会、
三重大学医学部附属病院薬剤部、
鈴鹿医療科学大学薬学部

薬剤師会や大学等の関係団体と連携を図り、県内薬学生
や病院等のアンケート結果、需給推計調査結果や課題を
共有し、効率的な事業運営ができた。

滋
賀
県

①就労等実態調査を実施、②地域偏在等分析、
③「滋賀県薬剤師確保のための検討会」を設
置・対策を検討

滋賀県健康医療福祉部薬務課、滋
賀県薬剤師会、滋賀県病院薬剤師
会、滋賀県病院協会、立命館大学
薬学部、京都大学大学院薬学研究
科

実態調査により地域および業態偏在が明らかとなった。
これまで病院薬剤業務は医療法の枠組みと整理し、県薬
務行政との関わりが薄かったが、県病院薬剤師会と連携
し課題を共有できた。

広
島
県

①継続可能なコントロールタワーの確立、②
状況把握及び人材派遣要件の作成、③病院薬
剤師出向モデル事業の実施、④派遣・研修元
となる医療機関の課題抽出、⑤「薬剤師の確
保・育成（薬剤師確保計画）」の策定

広島県健康福祉局薬務課、広島県
薬剤師会、広島県病院薬剤師会、
広島大学病院、広島県病院協会、
広島大学大学院医系科学研究科、
県立広島病院、公立みつぎ総合病
院薬剤部

日常生活圏域単位での薬剤師不足の実態を明らかにした。
関係者による幅広い議論のもと薬剤師確保計画を策定し
た。病院薬剤師出向モデル事業により、出向先及び出向
元医療機関双方のメリットを認める結果を得た。

山
口
県

①検討チームの設置、②確保対策調査の実施、
③マッチング・交流プラットフォーム「やま
ぐち薬剤師ネット」の開設、④県薬剤師会内
に「やまぐち薬剤師就職相談支援センター」
の設置

山口県健康福祉部薬務課、山口県
薬剤師会、山口県病院薬剤師会、
山口東京理科大学

やまぐち薬剤師ネットにより、病院・薬局の情報を一元
的に発信できるようになった。県薬剤師会と県病院薬剤
師会の連携により、県全体への事業展開が可能となった。

熊
本
県

①熊本県薬剤師確保対策検討会議の設置、②
偏在等の実態調査の実施、③薬学生の就職動
向調査の実施

熊本県健康福祉部健康局薬務衛生
課、熊本県薬剤師会、熊本県病院
薬剤師会、熊本大学薬学部、崇城
大学薬学部

県内における薬剤師確保に係る連携体制が構築された。
また、実態調査等の結果を踏まえ、薬剤師確保に向けた
実効性のある支援策の検討を行った。

令和５年度薬剤師確保のための調査・検討事業実績報告令和５年度薬剤師確保のための調査・検討事業実績報告



事業名 令和５年度青森県薬剤師確保のための調査・検討事業（事業内容・成果）

事業の効果・成果

３ 効果・成果
（１）薬剤師の地域偏在状況等調査
アンケートの結果から、県内病院及び薬局
薬剤師の状況を調査し、病院薬局とも薬剤師
不足により取得したい加算等ができない状況
であることが判明した。
また、薬剤師会及び病院薬剤師会として

は、薬剤師の資質向上を目指した研修プログ
ラムの構築等を求めていることも分かった。
①病院
法定数を満たしていない病院 5/63施設
定数を満たしていない病院 21/67施設
薬剤管理指導料 67％が届出
病棟薬剤業務実施加算１ 19％が届出
病棟薬剤業務実施加算２ 届出なし

②薬局
法定数を満たしていない薬局 23/226施設
定数を満たしていない薬局 88/226施設
かかりつけ薬剤師指導料 132/226施設
地域支援体制加算１ 47/226施設
（２）中高生向け薬学部進学対策の実施
中学生高校生向けＰＲ動画を作成した。
一般社団法人青森県学校薬剤師会の協力を
得て、令和６年度から県内中学校及び高校に
て薬物乱用防止教室を実施する際にＰＲ動画
を活用した活動を展開することとした。
（３）本県出身者の薬系大学進学状況調査

令和5年4月1日現在で、薬学部に在籍して
いる本県出身者は５２０人おり、うち東北地
方には３７４人が在籍していた。本県薬系大
学へは１５１人が在籍していた。

事業の目的・概要

１ 目的
令和2年12月31日現在、⻘森県の薬局・

医療施設従事薬剤師数は11,996人であり、
人口10万人当たり161.2人で全国平均
(198.6人)の約81%と全国3番目に少ない。
県内における薬剤師の偏在状況や優先し

て支援する必要のある薬局・医療機関に係
る知見を得ることで、さらに効果的な薬剤
師確保に向けた方策等を検討する。
また、県内に定着する薬剤師を増加させ

るには、県民が薬学部に進学し薬剤師にな
ることが重要であることから、薬学部を視
野に勉強する中高生を増やし、薬学部を志
望する高校生を増やすため、学校薬剤師を
活用した啓発活動について検討する。

２ 概要
（１）薬剤師の地域偏在状況等調査
県内全薬局及び全病院を対象にアンケー
ト調査を実施し、薬剤師の医療圏ごと、
業態ごとの偏在状況やその要因を調査す
る。
（２）中高生向け薬学部進学対策の実施等
薬学部を視野に勉強する中高生を増やし、
薬学部を志望する高校生を増やすため、
学校薬剤師を活用した啓発活動について
検討する。
（３）本県出身者の薬系大学進学状況調査
アンケートにより進学状況を調査する。

今後の方向性

本事業の実施により、本県の薬剤師不足
の現状を示す各種数値を収集することがで
きた。
本県の薬系大学への進学者数の増加が県

内の薬剤師増加に資する可能性があること
も分かった。ＰＲ動画の効果測定に活用す
ることができる。
今後は得られた指標の中から特に施策の

効果を最も評価できるものを選定するとと
もに、薬系大学への進学状況を定期的に調
査することで。薬剤師確保の状況を把握し
たい。

事業の効果・成果

３ 効果・成果
令和５年度の薬系大学への入学者は69

人であった。
県内薬系大学に対しては併せて令和５

年度の就職状況調査を実施した。免許取得
者１４人中１０人が県内に就職しており、
県内薬系大学出身者の県内就職率が高いこ
とが判明した。

青森県



福島県

※ 福島県薬務課、県薬剤師会、県病院薬剤師会、福島県立医科
大学附属病院薬剤部



三重県



令和5年度滋賀県薬剤師確保のための調査・検討事業（事業内容・成果）

事業概要（実施内容）

１ 実態調査（アンケート）
(1)病院・薬局・勤務薬剤師
施設概要、薬剤師の充足・入退職等の状況、
就業に対する意識について調査

(2)学生（近隣大学薬学部4年生、5年生）
希望就職先、就業に対する意識、修学資金
の貸与状況等について調査

２ 薬剤師確保のための検討会の開催
(1)委員
県薬剤師会、県病院薬剤師会、県病院協会、
立命館大学薬学部、京都大学大学院薬学研究科

(2)検討内容
・関係者との課題の共有
・必要な確保対策の検討

滋賀県の概要（令和5年1月1日）

人口： 1,408,499 人
薬剤師数：3,359人

病院数：58施設
薬局数：655施設

薬剤師偏在指標：病院0.81 薬局1.03

課題
１ 県として薬剤師の地域や業態偏在について認識してい
なかった。
２ 偏在指標が地域の実態と整合していないことが懸念さ
れた。
３ 病院薬剤師と連携できていなかった。

調査・検討結果

・県内で薬剤師の従事先に地域や業態の偏在が見
られ、本調査で算出した偏在指標は厚生労働省
の算出データと近似であった。

・病院の薬剤師数は定員充足率が高くても業務
ベースでは不足している。

・学生の希望する就職先は病院が高かった。
・約30%の学生が修学資金の貸与を受け、県内に
一定期間従事することを条件とした返済支援を
受けたいとする学生が一定いることが分かった。

・希望する勤務地は出身地や家族の勤務地に近い
地域、仕事面では給与水準や勤務時間を重視す
る傾向にあった。

二次医療圏別の病院薬剤師偏在指標の比較

二次医療圏別の病院薬剤師の充足率

１．修学資金の返済
支援

２．県内病院の薬剤
師求人情報の発信

３．病院薬剤師との連
携の場を確保する

薬剤師確保対策

キャッフィー チャッフィー
2025わたSHIGA輝く国スポ・障スポ
マスコットキャラクター

調
査
・
解
析
等
は
京
都
大

学
大
学
院
薬
学
研
究
科
と

協
同
研
究
と
し
て
実
施

滋賀県



令和５年度広島県薬剤師確保のための調査・検討事業（事業内容・成果）

協議会（県病院薬剤師会・県薬剤師会・県病院協会・広島大学・基幹病院・地域病院・県薬務課）において検討

【成果】第8次医療計画への薬剤師確保対策の明記

人件費

交
流

(

病
棟
薬
剤
業
務
習
得)

魅力づくり
薬剤師業務
補完

薬剤師不足に備える病院

出向先病院
（薬剤師不足病院）

病院臨床薬剤研修
在宅に必要な
連携構築
高度薬学管理
習得

認定取得研修

出向

出向先で病棟
薬剤業務を推進

出向元病院
（薬剤師充足病院）

薬局

在宅経験

専門人材確保
在宅医療推進

在
宅
業
務
研
修

広島大学

マ
ッ
チ
ン
グ
シ
ス
テ
ム

薬学教育
地域医療
参加促進

薬剤師確保
病棟薬剤業務

向上

コントロールタワー
県病院薬剤師会

県薬剤師会

県庁

全体のマッチング
（潜在薬剤師の復帰支援を含む）

地域医療介護
総合確保基金

(

病
棟
薬
剤
業
務
推
進)

交
流

【新】

【新】

【新】

【拡充】
Ｂ

【新】

○ 病院間の人材交流（出向Ａ、交流研修Ｂ）により、ノウハウの
共有やＯＪＴによる病棟薬剤業務の充実化を図る。

○ 地域の病院と薬局が薬剤師業務を相互に補完し合う連携体制を
構築するＣ。

○ 広島大学が開発したマッチングシステムを
活用して各病院の魅力や求人情報を一元的に
発信するＤ。

○ 在宅医療に参加し、薬剤師需要を喚起する
ことができる薬局薬剤師の量的拡大や質的
向上を図るＥ。

≪本県の取組≫

≪少数スポット・目標設定≫

【成果】薬剤師不足の実態把握

少数スポット内の施設の不足薬剤師数を
目標値として設定

需要に細かく対応するため
日常生活圏域単位で設定

病院薬剤師 薬局薬剤師

県内全231病院へ
アンケート調査
（回答率98%）

不足薬剤師数
448人

定員割れ 270人
定員増希望178人

（優先順位付け）
・定員割れ解消を優先
・優先的に取り組む区
域を設定

在宅医療に参加する
県内全734薬局へ
アンケート調査
（回答率87%）

人材不足により
在宅医療への参加
を断った場合あり
78薬局（12%）

在宅医療を薬局へ
提案する

介護支援専門員へも
アンケート調査

薬剤師偏在指標算定式
と各病院データから
少数スポットを設定

在宅医療に参加する
薬剤師の

少数スポットを設定

対策により
確保された
病院薬剤師数

[R8]44人

在宅研修修了者
[R4]303人

↓
[[R8]537人

Ａ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

【成果】モデル事業による効果検証

【成果】取組の実行性の担保

出向期間：R5.11.7～R6.1.31（約3か月）
検証結果：目論見どおり効果を認める
出向先(公立みつぎ総合病院)での主な対応

出向元(広島大学病院)におけるメリット

・薬剤管理指導体制を強化
（担当薬剤師の配置手順策定）
⇒件数：2～4割増、算定率：7%増

・病棟薬剤業務の充実に向けた準備
（業務フロー・日誌作成、事例収集）

・若手薬剤師を教育
（資格取得・学会発表支援）

・多職種連携を強化
（院内他職種・薬局への研修実施）

・出向経験者のスキルアップ
組織マネジメント能力の向上
転院先のニーズを理解し連携強化

・高度急性期施設では得られない地域医
療を俯瞰する視野を持った人材を育成

活 用

取組に参加する病院の確保

○ 病院向け講演会を開催し、取組（次
年度もモデル事業（人件費は基金充当）
実施）への参加を依頼

○ 各病院データから出向元候補病院を
抽出⇒次年度以降、個別勧誘予定

○ 新病院（令和12年開院予定）の整備
を進める広島県に対し、「新病院の薬
剤部門には、予め地域に配置する薬剤
師を確保しておき、求めに応じて出向
させる等、本県の薬剤師確保対策の中
核となること」を協議会として提言

コントロールタワーの確立
○ 事業指針（協議会でマッチングの公
平性の担保や取組の効果検証）を作成

【新】病院臨床
薬剤研修

Ｄマッチングシステム
トップページ

広島県



山口県



令和５年度熊本県薬剤師確保のための調査・検討事業（事業内容・成果）

事業の成果等

取組の背景

・国の「薬剤師の養成及び資質向上等に関する検討会とりまとめ」等において薬剤師の地域・業態間の偏在解消に向けた取り組みの
必要性が指摘されるとともに、「薬剤師偏在指標」が公表され、同指標において本県全体は薬剤師少数区域には該当しないものの、
熊本上益城を除く全地域で病院薬剤師を中心に偏在があることが示唆された。

・地域包括ケアシステム等の進展により薬剤師業務は多様化し、地域における需要に対応する人材が十分に確保できていない可能性
が示唆されているが、県全体の実態や課題の把握ができていない。

１．熊本県薬剤師確保対策検討会議等の開催
〇第1回：令和5年（2023年）8月31日
・本県におけるこれまでの取り組み状況
・病院等薬剤師の就業実態等調査項目の検討

〇第2回：令和6年（2024年）2月16日
・病院等薬剤師の就業実態等調査結果の報告
・薬剤師確保に向けた対応策の検討
※熊本県薬事審議会：令和5年（2023年）9月19日
・第8次熊本県保健医療計画について（薬剤師確保など）

２．病院等における薬剤師の就業実態等調査の実施
・県内の病院の約6割、薬局の約4割が薬剤師が充足し
ていないと回答

・採用充足率（求人したものの採用
に至らなかったものの割合）
については約5割

３．本県の薬学生（4･5年次）を対象とした就職動向調
査の実施

・卒後県内への就職希望は1割程度
・Uターンを検討している学生が4割
・業務イメージや給与格差が進路選択の主な要因となっ
ており、情報発信の在り方、修学資金支援（返還支援含
む）等の有効性について検討が必要

１．事業目的
〇薬剤師確保に係る関係機関の連携体制の構築
〇県内の病院等における薬剤師の偏在及び就業状況等に関する
実態把握及び課題の整理

〇県内における薬剤師偏在の是正及び薬剤師確保に向けた支援策
の検討

２．事業内容
①熊本県薬剤師確保対策検討会議の開催
②病院等における薬剤師の就業実態等調査
③薬学生を対象とした就職動向調査
④調査結果を踏まえた、薬剤師確保・偏在是正に向けた対策の検討

【事業イメージ】

事業概要（取組の特徴）

【熊本県内の病院における薬剤師の充足率】

熊本県


